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検討が必要な論点

① 料金の性質を含め、負担についての基本的な考え方はどうあるべきか。

＜検討が必要な論点＞

② 財源確保のため、現行の有料道路制度をどのように見直すべきか。

③ 将来の維持管理についての負担のあり方はどのようにあるべきか。

④ 現在無料となっている高速道路等における負担のあり方はどうあるべき
か。

※更新事業と進化・改良に関する事業は一体的に実施されることもあることから、
まとめて議論してはどうか

５．高いサービス水準を維持するために必要なシステムに関する論点

■構造物の劣化対策としての維持更新について、
・その費用をどのような枠組みにより安定的に確保すべきか。
・必要となる負担を誰（利用者、国民など）に求めるべきか。
・永久有料制度を導入すべきとの意見を頂いているところ、料金徴収期限や債務の償還期間の扱いなどについて、
現行の有料道路制度をどのように見直すべきか。

■国土強靭化のために新たに必要となる投資や、自動運転技術等の新しい技術に合わせた高速道路のサービス水準の更なる高度化など、
高速道路の将来像の実現に向けて必要となる費用について、維持更新に必要となる費用と同じように考えてよいか。

◆安定的な維持管理・更新・機能強化等による高いサービス水準を維持するために必要なシステムのあり方はどうあるべきか。

＜国土幹線道路部会 論点整理（案） （R3.3）＞

○ 5年前の償還期間の延長措置だけでは不十分だったことが明らかになったの
ではないか。これを踏まえ、新しい財源の枠組み等の構築について検討す
べき。現代世代に対して負担をお願いするのか、国の税金を投入するのか
も含めて、議論が必要。

○ 国土幹線道路における高いサービス水準とそれに見合う料金というのは一
体何なのかということに関する議論が必要。

○ 徹底的なコスト削減を行った上で、高速道路の安全・安心に必要な構造物の
劣化対策や機能強化のために必要がある場合は、2065年の償還満了後も
継続的に料金を徴収することはやむを得ないのではないか。

○ 高速道路は永久構造物ではないため、今後もメンテナンス等には費用がか
かることから、単に償還期限を延ばすのではなく、永久有料について検討を
すべき。

○ 新直轄高速や地域高規格道路の自動車専用道路など、無料の国土幹線道
路のサービス水準の維持についても、合わせて議論する必要。

＜国土幹線道路部会における主な意見＞
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有料

例外として、戦後、激増する自動車交通を処理するため、自動車ユーザーに負担を求める特
定財源制度の導入と合わせて、特に、幹線的な高速ネットワークなどにおいては、早期に整
備を進めるため、高いサービスを受ける高速道路の利用者に対して直接負担を求め、料金
プール制により先発して整備した路線の収入も活用しながら、有料道路事業により民間資金
などを用いて整備・管理

償還制度を前提とした有料道路制度の経緯

無料

道路は、社会・経済の諸活動に不可欠な基盤を提供
するものであり、公共財の最も典型的なものとして、
その整備及び管理は国・地方公共団体の責任に属
し、原則として、税金を充当して無料で一般交通の
用に供される

S27道路整備特別措置法

※建設に要した費用と維持管理費、利息等の合計額である料金算定対象経費を一定の期間の料金収入に
より賄うという制度（償還制度）が適用されており、民間資金などの債務を完済した後は無料開放し、継続
して必要となる維持管理費については、税金により実施

高速自動車国道と一般国道の道路計画が並行している場合、一般
国道の整備に際して、高速走行可能な自動車専用道路として建設す
ることにより、一般国道としての役割も果たしつつ高速自動車国道の
機能を代替させ、高速ネットワークの一部として活用することも投資
効率等の面から有効であるとし、税金も活用して整備を推進

無料の高速道路
（一般国道 自動車専用道路）

H17道路関係四公団民営化

確実な債務の返済等を目的として、有料道路事業の対象となる整備区間及び債務の償還期
限を見直し

料金収入で維持管理費を賄えない区間や、有料道
路の場合の費用対便益比が１未満となる区間等を対
象として、高速自動車国道を税金により整備

新直轄方式

民営化から４５年以内に債務を完済することを法定し、償還期限を平成６２年に固定

H26道路整備特別措置法等改正

中央道笹子トンネル事故などを踏まえ、構造物の更新や大規模な修繕を早急に追加すること
が必要とされたことから、現行制度の枠組みを大きく変更することなく、平成２６年の法律改正
により、償還期間を１５年延長し、償還期限を平成７７年（令和４７年）に固定

※民営化前は償還期間のみ固定

合併施行方式
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（参考）高規格幹線道路の整備状況

令和3年5月1日時点

供用中 事業中 延長(km)

利用者負担（有料） 8,847（63%）

利用者負担＋税負担（有料） 958（ 7%）

税負担（無料） 3,515（25%）

8,757 90

823 135

2,531 984

※（）書きは高規格幹線道路約14,000kmに対する割合
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①負担についての基本的な考え方（案）

利用者（直接の受益者）
・安全性
・速達性 等

周辺地域
・開発利益
・通過交通の減少 等

国全体
・国の安全保障
・災害時の緊急輸送 等

①整備・管理に必要な資金の調達を目的とする

②一般道路と比較して質の高いサービスへの対価である

③交通量の合理的な配分を実現する手段である

・高速交通サービスの直接の受益者である利用者に対し負担を求めることを
基本とすべき

・ただし、実際に料金を徴収するか否かについては、料金が交通量に与える
影響を考慮し、地域政策的な観点から決定する必要

＜現行の有料高速道路における受益と負担の関係＞

受益者 負担者

＜（参考）現行の有料高速道路における料金の性質について
（過去の有識者委員会答申より）＞

基本的な考え方（案）

利用者
・高速道路料金

周辺地域
・出資金（都市高速）
・合併施行（負担金） 等

国全体
・災害復旧費
・出資金（都市高速）
・合併施行 等

＜想定される負担＞

・維持管理・修繕、更新、進化・改良を確実に実施する必要があり、その費用の
負担は避けられない

H17 H26 R3

維持管理・修繕
（Maintenance）

更新
（Renewal）

進化・改良
（Grade up）

予防保全（追加）

更新（追加）

更新
（H26追加）

新
た
な
知
見
（
例:

床
版
）

床版上側鉄筋露出（かぶり喪失）
床版上面増厚（大規模修繕）⇒劣化の進行が加速化

首都高速道路 7号小松川線

首
都
高
速
道
路

１
号
羽
田
線

東
品
川
桟
橋
・

鮫
洲
埋
め
立
て
部
更
新
事
業 ※IC周辺渋滞などの

マイナスの効果もあり

中央道 山形道

暫
定
２
車
線
の
安
全
対
策

安全対策無し 簡易中央分離帯 ワイヤロープ

舞鶴若狭道

料
金
収
受
シ
ス
テ
ム

パンチカードシステム 磁気カード ETC

※自動運転走行など
将来のサービスも含む
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②更新・進化のための財源確保に必要な制度の見直しの方向性（案）

＜債務返済についての基本的な考え方（案）＞

R2.3末時点

約35.0兆円

うち土地関連
約9.6兆円

全て返済 一部返済 保有継続

課題(2)

・利用者が利息を負担し続ける必要

・保有し続ける債務の最終的な処理方法を決める必要

課題(1)

・追加投資のためには、料金徴収について見直しが必要

※利息を支払い続ける

＜料金徴収についての基本的な考え方（案）＞

更新・進化のために

料金引き上げ

（案） 料金引き上げ

・現世代の利用者負担の増に対する是非

R47

更新・進化費用

（案） 料金徴収期間の延長

R47

料金徴収期間を延長

H17

H17

現計画における債務の償還

現計画における債務の償還
更新・

進化費用

課題

①債務償還期限を固定し、期限まで料金徴収継続
（追加投資の必要額に対して返済期限を決定）

課題① ・更新・進化について、長期的な必要額の見通しが明らかではない

②債務償還期限を固定せず、必要な追加投資の規模に応じて、
料金徴収期限を特に定めず、料金徴収を継続

課題② ・債務が確実に返済できる規模に収まらないおそれ

償還期間→固定（現状）
償還期限→固定（現状）

償還期間→固定
償還期限→固定

償還期間→変動
償還期限→変動

＜国土幹線道路部会 中間答申（H25.6）＞

・現世代のみに新たな負担を求めることは理解が得られにくいと考えら
れること、更新により将来世代を含め長期にわたり構造物の使用が
可能になることを踏まえれば、各世代の利用者負担の平準化を求め
る観点から、民営化時に想定した債務の償還満了後、更新のために
料金徴収を継続することについて将来世代の理解が得られるので
はないかと考えられることから、料金徴収期間の延長による負担に
ついて検討すべき

・更新計画を踏まえた事前の引当てなどの資金の確保方法等を確立
すべき

課題(1)

課題(2)

・更新・進化について、長期的な必要額の見通しが明らかではないことから、一定期間毎
に必要額を整理するような枠組みを構築すべきか

・債務の規模について、確実に返済できる範囲内に収まるような制約が必要か

＜論点＞

【債務残高】
＜イメージ図＞

＜イメージ図＞
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③将来の維持管理についての負担のあり方（案）
○現在の償還計画における料金収入と維持管理費の推移及び見通し

＜持続可能な国土幹線道路システムの構築に向けた取組
中間とりまとめ（R2.9）＞

なお、検討にあたっては、
① 新型コロナウイルス感染症の影響による料金収入の減少などのリスクも
考慮した上で、確実に機能強化等を推進する必要があること

② 償還満了後の料金水準が高速道路の交通分担率及び混雑状況に影響
を与えること

に留意するとともに、大型車対距離課金の導入の状況など、諸外国における事
例も参考にすべきである。

○諸外国における高速道路料金の概要

（大型車対距離課金の導入の状況）
・ドイツやオーストリア等では、道路インフラコストの公正な負担、交通インフラ

財源の創出等を目的として、大型車対距離課金が導入されている。なお、料
金徴収期間は特段定められていない。

（フランス、イタリア、スペイン等のコンセッション契約期間について）
・フランス、イタリア、スペイン等のコンセッション契約期間については、当初、30

年程度の期間が定められていたが、新規路線の建設や、更なる維持管理・整
備への投資等に伴い、契約期間が80年程度へと延長されている。

・維持管理のために必要となる財源を確実に確保するためには、債務の返済完了後も、引き続き利用者負担を継続することを基本とすべき

・一方、維持管理のために無期限で料金徴収を継続するかどうかという論点については、道路交通を取り巻く環境の大幅な変化等も想定しつつ、将来の見通しにつ
いての整理を進めた上で引き続き議論する必要

将来の維持管理についての負担のあり方（案）

・高いサービス水準を維持するために将来的に必要となる維持管理・更新・安全
安心等のための機能強化等の取組方針と、そのために必要な制度を速やかに
整理すべきである。特に、高速道路は一般道路と比べて高いサービス水準を有
することを踏まえ、償還満了後も料金を永続的に徴収することも含め、必要な財
源を確保するための措置を検討し、具体化する必要がある。

○総人口の将来見通し

国立社会保障・人口問題研究所 日本の将来推計人口（平成29年推計）より

98,275

127,095

124,836

2021

88,077

50,555

▲29.4％

▲59.5％

※維持管理費には料金徴収経費等を含む
※R3年度以降は現行協定に基づく計画値
※料金収入についてはR46年度まで記載

（料金の徴収期間の満了の日は、阪神高速は令和44年9月18日、NEXCO3社及び本四高速は令和45年10月6日、首都高速は令和47年9月30日）
※維持管理費については、R42年度の額と同じ額をR43年度以降に記載

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5
（兆円）

（年度）R2H18 R47

：料金収入

：維持管理費

（2006） （2020） （2065）
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④現在無料となっている高速道路における負担のあり方（案）

○高速道路の管理費

300 

750 

1,000 

0

200

400

600

800

1000

1200

一般国道 高速道路
（無料）

高速道路

（有料）

［万円/km］

国道７号の例
交通量：8千台

日本海東北道の例
交通量：10千台

日本海東北道の例
交通量：11千台

・無料の高速道路についても、直接の利用者が高速道路により提供される速達性・定時性・安全性等により受益することから、メンテナンスの重要性が高まったこと
も踏まえ、維持管理費用を利用者が負担することを基本とすべき

現在無料となっている高速道路における負担のあり方（案）

・ただし、路線や区間毎に、並行する一般道路の有無など周辺ネットワークの状況や整備の経緯等が異なり、また、地域政策的な観点も重要であることから、地域の
意見を聴取した上で、利用交通に与える影響も含めて有料化について検討する必要

・無料区間と有料区間が交互に出現するような高速道路においては、全線における統一した整理に向けて検討する必要
また、都市部の無料の高速道路について、渋滞等の交通状況も踏まえつつ、料金収入を活用した機能強化も含め、有料化に関する方向性について検討する必要

・フランス及びイタリアの高速道路においては、道路整備費用の償還、維持管理
費の確保のため、有料が原則となっているが、地域振興の観点から、イタリアの
ナポリ以南やフランスのブルターニュ地方の高速道路は無料が基本

○無料の高速道路に関する海外事例

○都市部における無料高速と有料高速の需要バランス（事例）

○都市部と地方部における有料／無料の現状

基本 例外

都市部
高い交通需要が見込まれること
などから、有料道路事業を中心
として整備

周辺ネットワークの状況や混
雑状況等により、税金を活用
して早期に整備された無料高
速も存在

地方部

幹線的な高速道路を除き、多く
の交通量が期待できないため、
新直轄方式や一般国道自動車
専用道路などを活用し、無料の
高速道路を整備

早期の整備推進の観点や、
隣接する有料道路との連続
性の確保の観点から、有料
道路として整備された区間も
点在（→有料／無料の混在）

大阪～名古屋を結ぶルートにおいて、
名阪国道ルートに交通が集中

※ 稼働率 ＝
Σ（交通容量×区間延長）

Σ（交通量×区間延長）

経路 距離
料金

（大型車）
稼働率

名神ルート
（一宮ＩＣ～吹田ＪＣＴ）

160km 6,830円
81%

（米原ＪＣＴ～
大山崎ＪＣＴ）

新名神ルート
（飛島ＩＣ

～第二京阪門真ＪＣＴ）
144km 7,860円

62%
（亀山ＪＣＴ～
草津ＪＣＴ）

名阪国道ルート
（飛島ＩＣ～松原ＪＣＴ）

151km 3,470円
90%

（関ＪＣＴ～
天理ＩＣ）

・フランスにおいては、無料の高速道路等を対象として、大型車への対距離課金
の導入が計画されていたが、農業関係者やトラック業界による反対運動により、
計画は無期限延期されている


